
１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　給与費とは基本給としての給料のほかに扶養手当、通勤手当、期末勤勉手当などの職員手当を合わせたものをいいます。

      ３　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数です。

(3)特記事項

給与抑制措置

・５５歳昇給抑制

(4)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指

　　　　　　数です。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの

　　　　　　です。

千円

6,524

千円千円

期末・勤勉手当 給与費 B/A

　　　　　　　　　　　％

19.0

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

一人当たり

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

20年度の人件費率

人 件 費 人件費率 （参考）

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

実 質 収 支歳 出 額住民基本台帳人口

21年度 　　　　　千円人　

　　　　　　Ａ（22年3月31日）

区　　分 職員数

58,023

区　　分

18.121,453,086 239,524 3,886,390

千円

2,457,160 6,902609,613

21年度

1,416,576 430,971

　　　　　　Ａ

356

職員手当給　 料

福生市の給与・定員管理等について

人 千円千円

(H17)
102
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(H17)
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98.8
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95
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福生市 類似団体平均 全国市平均 東京都
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外　　　　 

　　　　勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において

　　　　明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算

　　　　したものです。

(2)職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（注）　対象者が少ない場合は近似値を記載しています。

328,075

309,520

442,491

388,794

289,360

142,700

円

―

（国ベース）

181,200

経験年数２０年

381,518

Ⅰ種　181,200

129,200

140,100

Ⅱ種　172,200

366,579

国

416,733

137,200137,200

－ －

283,378 365,859

469,903

395,666

431,273

386,069

322,291

平均給与月額

137,200

（国ベース）

東　京　都

類似団体 43.5

区　　分

国 41.9

49.8 351,400福生市

経験年数１５年

大　学　卒 181,200

東京都

417,583

335,860

平 均 年 齢

337,262

43.6福生市

東京都 42.8

344,300

420,132

325,579

47.7

46.8

328,310

308,530

284,51449.3

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

平均給料月額

441,412

平均給与月額

425,233

区　　分

一般行政職

国

福　生　市

類似団体

区　　　　　分

円

高　校　卒

大　学　卒

142,700

高　校　卒

中　学　卒

高　校　卒

技能労務職

一般行政職

経験年数１０年

236,675

区　　　　　分

―
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）

（注）１　福生市の一般職の職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表（一）の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）平成19年4月1日に8級制から7級制に変更（旧給料表の1級及び2級を統合し新たな1級を設置）し、

　　平成21年4月1日に7級制から6級制に変更（旧給料表の1級及び2級を統合し新たな1級を設置）しています。
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(2)昇給への勤務成績の反映状況

１　勤務成績の評定の実施状況

２　昇給への勤務成績の反映状況

　職員の一人ひとりの職務遂行能力、仕事の成果、仕事に対する取組状況等を把握し、一定の基準と手続きに基
づき人事考課制度を実施しています。
　目標設定及び取組状況については、個人職務目標申告書をもとに、幹部職員が面接指導を行い職員の育成に役
立てています。
　評価結果については、職員の任用・給与制度、配置管理、人材育成等に積極的に活用していきます。

　全職員に対し、業績・能力・意欲評価の結果に基づき昇給区分（３号昇給～６号昇給（前年度末55 歳以上の職
員については（昇給なし～３号昇給））を決定しています。
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４　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（21年度）

千円　 千円　

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（1.70） 月分 （0.50） 月分 （1.65） 月分 （0.55） 月分 （1.50） 月分 （0.70） 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

　・職務段階別役職加算　３％～20％ 　・職務段階別加算　３％～20％ 　・職務段階別加算　５％～20％

　・管理職加算　15％～25％ 　・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2)退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

高限度額 月分 月分 月分 月分 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 千円

その他の加算措置

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当（２２年４月１日現在）

支給実績（21年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 千円

％ 人 ％

(4)特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

な　し

(5)時間外勤務手当

支給実績（21年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 千円

支給実績（20年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 千円

（注）　休日給を含みます。

東　　　　　京　　　　　都

１人当たり平均支給額（21年度）

福　　　　　生　　　　　市

1,760

福生市

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

24.25

自己都合

50.00

自己都合

国

1.40

79,083

59.20

東京都

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.00

1,712
－

224,465

630,520

2,900

自己都合

25,132

43.50

49.75

勧奨・定年

支給対象地域

24.25 33.50

1.20

49.75

3.15

59.20

32.50

2.95 2.75

41.3433.50

59.28

47.50

59.28

59.28

23.50

勧奨・定年

30.55

勧奨・定年

59.20

33.50

43.5032.50

59.2059.20

国の制度（支給率）支給対象職員数

392

25,750

全地域

定年前早期退職特例措置（２％～２０％）

15.0

－

支給率

15.0

256

109,532

351
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(6)その他の手当（２２年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

万円

万円

(注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

      勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

給 料 月 額 等

議 員 447,000

市 長

副 議 長

737,000

給
料

858,000

副 市 長

（21年度決算）

期
末
手
当

退
職
手
当

副 市 長

備　　　　考

議 長

副 議 長

副 市 長

市 長

議 員

市 長

議 長 527,000
報
酬

住居手当
・世帯主、これに準じる者・・・・　９，０００円
・その他の者　　　　　　　　・・・・　なし

471,000

区 分

管理職手当

　　（21年度支給割合）

4.30

給料表、職務の級、区分ごと
に定められた額

①交通機関・・・６ヶ月定期額（限度額なし）
②交通用具・・・通勤距離に応じて支給

異なる

14,293

①部長級職・・・給料額×１８％
②課長級職・・・給料額×１５％

①６ヶ月定期額（限度額５５，０００円）
②通勤距離に応じて支給

①配偶者　　　　　　　　　　・・・・１３，５００円
②配偶者以外２人目まで・・・・　６，０００円
③その他　　　　　　　　　　・・・・　６，０００円
④１６～２２歳の子の加算・・・・　４，０００円

手　当　名

異なる

支給実績

38,871

①１３，０００円
②　６，５００円
③　６，５００円
④　５，０００円

扶養手当

通勤手当

内容及び支給単価

異なる

異なる

賃貸住宅（限度額）
 　２７，０００円

国の制度
との異同

25,686

40,112

400,000

支給職員１人当たり
平均支給年額

（21年度決算）

219,610

853,447

62,143

国の制度内容

105,704

（参考）類似団体における 高／ 低額

320,000

618,000

582,400984,000

595,000815,000

570,000

1372.8

350,000

698,000

884.4退職日の給料月額×在職年数×１００分の３００

　　（21年度支給割合）

任期ごと

4.15

任期ごと退職日の給料月額×在職年数×１００分の４００
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６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。また、教育長及び公益法人への派遣を含み、再任用短時間勤務

　　　　職員は除きます。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

109

3

学校教育施設の一定規模工事を教育委員会事務局から所管替えによる事
務量増への対応

0

1

0

0

0

総務

7

106

87

345 1小　計

▲ 9

0公
営
企
業
等

会
計
部
門

その他

民生 60

29

6

83

262

中央体育館の管理運営の一部委託化に伴う減、学社連携融合施策を教育
委員会事務局庶務課から生涯学習推進課へ所管替えによる事務量増への
対応　等

教育部門

平成21年

対前年
増減数

1

22 0

3

7

水道事業の東京都移管に伴う減

[     0    ］

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

6

45.87

土木

26

商工

　　　　　　　区　分
部　門

一
般
行
政
部
門

税務

下水道

農林水産

衛生

計

議会

▲ 9

▲ 8

64.8

6

34 25

小　計 40

合　　計

総合計画策定終了に伴う参事の廃止、教育委員会事務局からの所管替え
及び国体準備委員会の事務量増加への対応 等

主な増減理由
職員数

平成22年

6

31

384 376

[   476   ］ [   476   ］

▲ 4

45.2

26

5

28

保育士の退職に伴う減、障害福祉課新設及び精神障害相談増への対応
等

59.5

59

22

3

257

344
61.25
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(2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

　

区　分 計

人人 人

37664 63 1

40歳36歳 60歳44歳 48歳 52歳32歳 56歳

0

人
職員数

20

人

30

23歳

40

人

20歳

～

35歳

20歳 24歳 28歳

以上59歳

～～

55歳43歳 47歳

～

51歳39歳

～

人

未満

～

27歳

～～

人人 人

229 36

人

～～

44 47

人 人

31歳

0

5

10

15

20

25

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

構成比

５年前の構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）福生市行政改革大綱（第４次）における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの

  　　　職員増減数の累計を示しています。                                              

400 384

４年目２年目

261

▲ 6

87

３年目

47

１９年 ２０年

▲ 6.1

２１年

97

▲ 9

267

▲ 5

272

106

１年目

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１７年 １８年

計画始期

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数

399

職員数

純減率

職員数

職員数

増 減

増 減

増 減

職員数

職員数

一般行政

教　育

消　防

公営企業

▲ 11

1

増 減

47 48

▲ 1

389
計

425 412職員数

▲ 13増 減

等 会 計

42

―

―

▲ 23 （  ―  ％）

40

▲ 3

92

▲ 5

（  ―  ％）

▲ 16 （  ―  ％）

―

▲ 49 （  188.5 ％）

６％以上の削減―376

▲ 9

２２年

５年目

―

１７年～２２年

計

262

（参考）

数値目標

83

（  ―  ％）▲ 10

▲ 4

▲ 4

▲26▲ 8

31

5

▲ 12

257 257

90

▲ 2

▲ 5

▲ 5 ▲ 2

0

▲ 26

平 成 18 年 4 月 1 日 平成22年3月31日 ６％以上の削減

計画期間
数値目標

始　期 終　期

425

9


